
信州職人学校・第 23回公開講座 

「快適な和室を創造する」 
 

長野県建設労連では、伝統技能を次世代へ継承するため、県や内外関係者とタイアップし、中

堅大工を対象とした「信州職人学校・伝統大工コース」を、2009年より開講しています。 

このコースは、信州の歴史と風土をふまえ、建築大工としての伝統的技量の向上を図るととも

に、現代の多様なニーズの中で新たな仕事分野を開拓しうる能力の育成をめざします。 

この公開講座は、通常の授業では盛り込めない内容をテーマに、受講生への座学を兼ねて、一

般市民も参加できるオープンセミナーとして年４回開催しており、今回が今年度第1回目の開催

になります。 

……………………………… 

今回は、「快適な和室を創造する」と題し、長野市で畳職人として活躍されている、半藤 繁秋

氏をお招きして公開講座を行います。 

和室に欠くことのできない畳。昔は実用性のみが重視されていた時代もありましたが、今は、

実用性もさることながら、「飾り畳」のように「見て楽しむ」畳もあります。このように 多様な

活用をされている畳の世界に魅せられ、畳一筋に生きて来られた「職人」の思いと信念を熱く語

っていただきます。また、2010年には、長野市西方寺での開眼法要で、チベット仏教のダライ・

ラマ 14世が座る連座の畳部分の作成をした珍しいご経験もお持ちで、その時のお話も伺うこと

ができると思います。畳の基礎知識から、実際の畳づくりなどの様子等、実物を用いながら、わ

かりやすく説明していただきます。 

日本の住宅には欠かせない畳。その畳に魅せられて、およそ半世紀にわたり畳に携わって来ら

れた職人から聞くお話は、建築職人に限らず、関心をお持ちの市民、学生など、多くの方々が満

足できる内容になるはずです。みなさんの参加をお待ちしています。 

■日 時：2014年６月７日（土）1０：４0～1２：１0 

■会 場：ふれあい技能センター（松本市寿北７－１6－１） 

■受講料：無料     ■定 員：50名（定員になり次第締切） 

■講 師：半藤 繁秋 氏（(有)半藤畳店） 

【はんどう・しげあき】1948（昭和23）年、下水内郡栄村生まれ。1964（昭和39）
年、中学校卒業後、いとこの勧めで、佐藤畳店（東京都）へ、住み込みによる内弟子に入
る。1975（昭和50）年、長野県に戻り、長野市内の事業所へ勤務。1979（昭和54）

年、独立、半藤畳店（のちに（有）半藤畳店として法人化）を開業し、現在に至る。畳の
材料となるい草は、直接九州や広島から仕入れ、年間2,000枚以上、月に換算して200
畳以上の畳を、県内外へ納品している。仕事へのこだわりは、あらゆる注文（形式など）

に対応すること。今は少なくなった、手縫いによる丁寧な仕事は、地元でも評判。現在は、
息子さんと事業を切り盛りしている。 

2001（平成13）年からは、畳組合からの推薦により、長野高等職業訓練校の講師も務

めており、すでに、県内外へ30名以上の修了生を送り出し、さらに、修了生の技能士取
得等のスキルアップに、親身になって対応するなど、後進の指導にも力を入れている。 

1級技能士、職業訓練指導員。建設労連副執行委員長、長野建労前組合長。 

【主な仕事】西方寺（長野市、ダライ‣ラマ14世の連座）、天周院（長野市）その

他、一般住宅、社寺、施設など多数。  

 

     

           

   

 

 

 

  

■申込方法：別紙申込用紙に必要事項を記入の上、６月４日（水）までに FAXにてお申込下さい。 

■主催（問合せ・申込み先）：長野県建設労連／伝統建築技能継承事業運営委員会 

〒390-0864 松本市宮渕本村１-２ 長野県建設労働組合連合会 

TEL 0263（39）7200  FAX 0263（39）7202 担当：原、矢ヶ崎、吉田 

▲連座とそれに座るダライ・ラマ14世 ▲作業場の半藤講師 ▲ご子息の学さんと 



 

 

FAX 0263-39-7202 

長野県建設労働組合連合会／信州伝統建築技能継承事業運営委員会宛 

担当／原、矢ヶ崎、吉田 

 

信州職人学校第 23 回公開講座 

受講申込用紙 
 

◆講師：半藤 繁秋 氏 （(有)半藤畳店） 

◆演題： 「快適な和室を創造する」 

 

■日 時：2014年６月７日（土）10時 40分～12時 10分 

■会 場：ふれあい技能センター（松本市寿北７－１6－１） 

■受講料：無料  

■締 切：受講申込みの締め切りは 2014 年６月４日（水） 

     ※）上記に関わらず、定員（50 名）に達し次第締め切りとなります。 

申込者氏名  

組合名<
※組合に所属し

ていれば記入 >  

連絡先 

事業所名  

住所 〒 

TEL  

FAX  

E-mail  

要望など 

 

 


